
コンビニ納付  150,000件
　　　    　  計  748,486件　　　    　  計  729,104件　　地方税納入サービス     地方税納入サービス

・収納システム更新 　　　　　　　　　 25,330件　　　　　　　　　 20,000件
    地方税共通納税システム     地方税共通納税システム
　　                3,286件　　                6,000件
　　　    　  計  696,476件　　　    　  計  776,000件

　公金収納業務の効率化を図り、公金収納事務を行った。

成果
　財務会計システムへの入力及び市税等の収納消込が効率化した。
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事業費　① 0 0 4,385 0 合計 4,385,170 円
需用費 49,170 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 101,000 円
委託料 4,235,000 円

一般財源 0 0 4,385 0

職員人件費　② 0 0 411 0

総事業費（①＋②） 0 0 4,796 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

３

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 計画推進

基本施策

令

情報共有
施策体系

施策

和

の内容 電子市役所の推

２

進

目
　
　
　
的

　税務署

年

へ提出する法定調書(

度

源泉徴収票等)

主
た
る

評

内
容

　財務会計システ

価

ム内に所得税源泉業務

）

を追
の電子的提出の義

刈

務化に対応するため、

谷

財務 加し、税務署提出

市

用の法定調書電子デー

事

タ及
会計システムに所

務

得税源泉業務を追加す

事

るこ び本人交付用の法

業

定調書を財務会計シス

評

テム
とにより源泉徴収

価

事務の効率化を図る。

シ

から作成できるように

ー

する。

位
置
づ
け

関連計

ト

画

根拠法令 所得税法

対

（

象者 市、市職員 事業期

様

間 令和２年度 ～ 令和２

式

年度

実施方法 □直営　

１

■委託　□指定管理　

）

□補助・助成　□その

会

他

計名 担当部 会計課

Ｂ
　
事
　
業
　
実

一

　
績

３０年度実績 元年

般

度実績 ２年度実績 ３年

会

度計画

　 　 ・法定調書

計

の電子データによ 　
　

財

　 　る提出に向けた財

務

務会計シ 　
　 　 　ステ

会

ムの改修 　
　 　 　
　　

計

　――――――― 　　

シ

　――――――― 　　

ス

　―――――――

　予

テ

算執行データを基に法

ム

定調書を作成し、かつ

改

税務署等へ電子データ

修

で提出できるよう財務

事

会計システムを改修し

業

た。

成果

課題

指標名称

担

（単位）
実績値 目標値

当

３０年度 元年度 ２年度

課

３年度 ５年度

活動 財務

会

会計システムの改修進

計

捗率（％） ― ― 100

課

.0 ― ―
指標

指標
　各

款

市が使用するシステム

項

や法定調書に関する事

目

務の運用方法が異なる

担

ため、改修事業につい

当

て他市との比
他市との

係

較検証は困難である。

会

比較検証

計係

2 1 11

Ｃ
　
事
　
業


